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⾸都直下地震発⽣時の
国内外への情報発信について





⾸都直下地震対策検討WG 最終報告書（H25.12） 〜被害想定〜
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第３章 社会・経済への影響と課題
第２節 巨⼤過密都市を襲う被害の様相と課題
５．情報の混乱
・ 発災直後は、固定電話及び携帯電話で⼤量アクセスによる輻輳が⽣じ、⾳声通話の９割が規制される。また、携帯電話
のメールは使⽤できるものの、⼤幅な遅配が発⽣する可能性がある。携帯電話は、⽕災による焼失地域では、アンテナや通
信回線が損傷して不通となったり、停電が継続した場合には、基地局の⾮常⽤電源が枯渇して、広域的に停波が発⽣する。
・ インターネットは伝送路（通信回線）の被災により、⼀部で通信ができなくなるが、基本的には利⽤が可能である。しかしな
がら、サービスプロバイダや各種システムのデータセンターの⾮常⽤発電設備などの停電対策によっては、サービスの継続が困
難となる場合も想定される。

(中略)

・ 外国語による情報提供が限定され、被災情報、避難に関する情報、⽣活に関する情報等、災害発⽣時に必要となる情
報で、旅⾏者や在留外国⼈が活⽤できる情報量が少なく、混乱を招くおそれがある。
・ 発災初期の段階は、限られた情報の中からニュース性が⾼く危機感を助⻑する映像が繰り返し流されたり、インターネット等
を通じて⾵評や「デマ」が⼤量に流布するなどのおそれがある。



⾸都直下地震対策検討WG 最終報告書（H25.12） 〜対策〜
第４章 対策の⽅向性と各⼈の取組
第１節 対策の⽅向性
１．事前防災（中枢機能の確保、被害の絶対量の軽減
（４）2020 年オリンピック・パラリンピック東京⼤会に向けた対応
・ 多くの外国⼈観光客等に対し、利⽤する施設の耐震化等の対応状況や発災した際の⾏動等について丁寧に説明するとともに、災害時でも安
全が確保できるよう緊急地震速報等の多⾔語化、ホテルやオリンピックボランティア等による避難誘導の取組等を推進していくべきである。また、都
市内のサイン計画、ピクトグラムによる災害時の対応⾏動の可視化など、様々な⼿段による防災情報の伝達についても検討し、早急に対策を講
じるべきである。

２．発災時の対応への備え
（１）発災直後の対応（概ね１０時間）－ 国の存亡に係る初動
②国家の存亡に係る情報発信
・ 政府は、国⺠及び諸外国に向けて、「発⽣した地震が想定内の⼤災害であり、国家として問題無く機能している」事実を伝えるために情報発信
のあり⽅について備えておくべきである。具体的には、天皇、三権の⻑、領⼟・領海・領空、中央銀⾏等について発災直後に確実に状況を把握す
る⼿段を構築し、政府として事態を掌握してその健全性を⽰し、治安対策を講じ、被災者対応に着実に当たること等を内外に発信する「広報計
画」を策定しておくべきである。
・ ⽇本銀⾏、証券取引所等の⾦融中枢機関は、誤った情報により市場の不安を増幅させることがないように、国内外や市場に対して迅速かつ正
確な情報発信を⾏う体制と⼿段について、事前の準備をより⼀層進めるなど、⽇本経済への信頼性を⾼めるための取組を進めるべきである。
・ 海外への情報発信については、⼤使館や海外メディアを通じた情報発信の体制を整えるべきである。
（２）発災からの初期対応（概ね１００時間）－ 命を救う
⑤ 「デマ」対策
・ ⼤規模発災時における巷のデマは、社会不安を招き、被災者の避難⽣活の混乱、新たな事件の発⽣、諸外国での信⽤失墜等、⼤きな問題と
なる可能性がある。特に現代社会では、ツイッターやフェイスブックなどＳＮＳを通じてうわさが拡散することが考えられる。このため、「デマ」「うわさ」
の流布の情報を速やかに把握するため、ＳＮＳ上の情報分析、事実確認、打ち消し情報発信の仕組を構築する必要がある。

○ 東⽇本⼤震災時の事例
製油所の⽕災に関連して、「⽕災で発⽣した有害物質が⾬として地上に降る」としたメールが出回り、同社及び⾃治体がＨＰ上にメール
内容を否定する⽂章を掲載
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例③
＜東⽇本⼤震災時におけるコスモ⽯油爆発と有害物質に関する情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例④
＜東⽇本⼤震災時における「サーバールームで下敷き」との情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑤
＜東⽇本⼤震災における「ヘリコプターからの救援物資投下禁⽌」との情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑥
＜東⽇本⼤震災時における「漫画『One Peace』作者が15億円寄付」との情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑦
＜東⽇本⼤震災時における「放射能にはイソジンが有効」との情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑧
＜東⽇本⼤震災時における外国⼈犯罪に関する情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑨
＜東⽇本⼤震災時におけるチェーンメールとして出回った情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑩
＜東⽇本⼤震災時における仮設住宅に関するとの情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑪
＜東⽇本⼤震災時における「陸上⾃衛隊で⾚飯廃⽌」との情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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東⽇本⼤震災時における真偽判別の難しい情報事例⑫
＜東⽇本⼤震災時における平時と⽐べて被災地の治安が著しく悪化していることを⽰唆する情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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熊本地震時における真偽判別の難しい情報事例①
＜熊本地震時におけるイオンモール⽕災に関する情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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熊本地震時における真偽判別の難しい情報事例②
＜熊本地震時における動物園からのライオン脱⾛に関する情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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⼤阪北部地震時における真偽判別の難しい情報事例①
＜⼤阪北部地震時における「京阪電鉄の電⾞脱線」に関する情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf
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⼤阪北部地震時における真偽判別の難しい情報事例②
＜⼤阪北部地震時における「京セラドームの屋根に⻲裂」に関する情報事例＞

出典︓総務省 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り⽅に関する検討会」（第17回）資料17-1-2 株式会社野村総合研究所ご発表資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000942565.pdf


